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労働政策研究・研修機構



第２期中期目標・中期計画期間中の業務実績（暫定）

１ 労働政策研究 ４ 研究者等の招へい・派遣１．労働政策研究
中長期的な労働政策の課題に係るプロジェクト研究及び厚生労働省から
の要請に基づいた緊急性・重要性の高い新たな政策課題に係る課題研究
を実施。

数値目標の達成状況

４．研究者等の招 い 派遣
研究者・有識者の海外からの招へい及び海外への派遣を実施することに
より、各国で共通する労働分野の課題について各国の研究者や研究機関
等とネットワークを形成し、相互の研究成果を交換、活用。

数値目標の達成状況数値目標の達成状況
①外部の評価で高い評価を得た割合（2/3以上）

19年度：70.4％ 20年度：75.0％ 21年度：90.0％ 22年度：90.5％
②有識者アンケートで有益との評価割合（2/3以上）

19年度：96.2％ 20年度：97.0％ 21年度：96.8％ 22年度：97.5％
③行政評価で高い評価を得た割合（80％（90％）以上）

年度 年度 年度 年度

数値目標の達成状況
①招へいする研究員等（中期計画期間中延べ10人以下）

19年度：1名 20年度：1名 21年度：1名 22年度：1名
②派遣する研究員等（中期計画期間中延べ20人以下）

19年度：7名 20年度：4名 21年度：3名 22年度：4名

成 普 政策提19年度：100％ 20年度：100％ 21年度：100％ 22年度：100％

２．労働行政職員研修
労働行政機関の実務に必要な知識やノウハウを全国斉一的に教授すると
ともに実務に即した演習を実施し より実践的な能力の強化を図る等 高

５．成果の普及・政策提言
労使実務家を始めとする国民各層における政策論議の活性化を図ること
を目的として、労働政策研究等の成果を効果的かつ効率的に提供し普及
を図るとともに、政策論議の場を提供。

ともに実務に即した演習を実施し、より実践的な能力の強化を図る等、高
い職務遂行能力を備えた職員を育成する研修を実施。

数値目標の達成状況
①研修生に対するアンケートで有意義との評価の割合（85％以上）

19年度：97.2％ 20年度：96.7％ 21年度：97.0％ 22年度：98.0％

数値目標の達成状況
①ニュースレター（月1回）及びメールマガジンの発行（週2回）

各年度、計画どおり実施。
②読者アンケートでの有益との評価割合（80％以上）

上：ニュースレター、下：メールマガジン
年度 年度 年度 年度

３．情報の収集・整理
内外の労働事情、各種の統計データ等を継続的に収集・整理するとともに、
緊急の政策課題についても機動的かつ効率的に対応。
数値目標の達成状況

19年度：95.0％ 20年度：94.5％ 21年度：93.8％ 22年度：93.0％
19年度：98.0％ 20年度：98.1％ 21年度：96.7％ 22年度：96.0％

③メールマガジンの読者数（24,500人以上）
22年度末現在：28,858人

④研究専門雑誌の発行（月1回）
各年度 計画どおり実施数値目標の達成状況

①情報収集の成果の引用件数（年間100件以上）
19年度：182件 20年度：184件 21年度：117件 22年度：145件

②海外情報の収集・整理について（年間4テーマ以上）
19年度：4テーマ 20年度：4テーマ 21年度：4テーマ 22年度：4テーマ

各年度、計画どおり実施。
⑤労働政策フォーラムの開催（年6回）

各年度、年7回実施。
⑥参加者アンケートでの有益との評価割合（80％以上）

19年度：91.0％ 20年度：91.3％ 21年度：91.4％ 22年度：92.8％

６ 業務運営の効率化等６．業務運営の効率化等
数値目標の達成状況
①一般管理費15％以上、業務経費25％以上、人件費14％以上削減 ②人員の抑制（期末の常勤職員数を115人）

23年度予算（対18年度予算比）：一般管理費15.01％、業務経費36.69％、人件費14.07％の削減。 23年度：114人 ２



労働政策研究の種類及び実施体制
評価項目
シート３

暫定評価

Ａ（4.19）（ ）

19年度

Ａ（4 09）

22年度

Ｓ（4 85）

21年度

Ａ（3 80）

20年度

Ａ（4 00）Ａ（4.09） Ｓ（4.85）Ａ（3.80）Ａ（4.00）

【中期計画の概要】

中期目標で示された中長期的な労働政策の課題に係るプロジェクト研究と厚生労働省からの要請に基づく課題
研究を実施し 厚生労働省の労働政策の企画立案及びその効果的かつ効率的な推進に資する高い水準の成果

【中期計画の概要】

中期目標で示された中長期的な労働政策の課題に係るプロジェクト研究と厚生労働省からの要請に基づく課題
研究を実施し 厚生労働省の労働政策の企画立案及びその効果的かつ効率的な推進に資する高い水準の成果研究を実施し、厚生労働省の労働政策の企画立案及びその効果的かつ効率的な推進に資する高い水準の成果
を出す。
研究を実施し、厚生労働省の労働政策の企画立案及びその効果的かつ効率的な推進に資する高い水準の成果
を出す。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

プロジェクト研究 ７テーマ ７テーマ ６テーマ ６テーマ

サブテーマ ２１テーマ １９テーマ ２４テーマ ２２テーマ

課題研究 １５テーマ ８テーマ ８テーマ ４テーマ

緊急調査 ― ― ― ７テーマ

研究成果の引用状況
（第１期平均：３８３件／年）

５２１件 ５４０件 ５４０件 ６１１件

厚生労働省や労使等のニーズや意見を踏まえ、テーマを策定。また、喫緊の政策課題に、より機動
的 対応するた 新規 枠組 を整備 急 査 柔軟な 究実施体制 究を実施的に対応するための新規の枠組みを整備（緊急調査）。柔軟な研究実施体制の下で研究を実施し、
理事長参加の下に研究発表会を開催するなど研究成果の質を高める取組を行ったこともあり、行
政の白書、審議会・研究会等での引用は毎年増加。 ３



厚生労働省との連携等
評価項目
シート４

暫定評価

Ａ（3.68）（ ）

19年度

Ａ（3 82）

22年度

Ａ（3 71）

21年度

Ａ（3 50）

20年度

Ａ（3 70）Ａ（3.82） Ａ（3.71）Ａ（3.50）Ａ（3.70）

【中期計画の概要】

厚生労働省との連携強化による労働政策研究の質の一層の向上を図るため、認識の共有化を推進する意見交
換等の仕組みに基づき 労働政策研究の一連の局面で 政策担当者等との意見交換等を実施し 当該意見交換

【中期計画の概要】

厚生労働省との連携強化による労働政策研究の質の一層の向上を図るため、認識の共有化を推進する意見交
換等の仕組みに基づき 労働政策研究の一連の局面で 政策担当者等との意見交換等を実施し 当該意見交換換等の仕組みに基づき、労働政策研究の一連の局面で、政策担当者等との意見交換等を実施し、当該意見交換
等の内容を逐次反映させる。
換等の仕組みに基づき、労働政策研究の一連の局面で、政策担当者等との意見交換等を実施し、当該意見交換
等の内容を逐次反映させる。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

ハイレベル会合 ２回 １回 １回 １回

理事長と統括官の協議 ― ― ― ４回

政策研究会 ９回 ９回 ８回 ８回

政策担当者との勉強会 ７回 １０回 １０回 １１回

研究への行政担当者の
参加者数

４４人 ４５人 ６９人 ４８人

ハイレベル会合に加え、理事長と統括官の協議を新たに設けるなどトップレベルでの意見交換の仕イ ル会合 加え、理事長 統括官 協議を新た 設けるな ッ ル 意見交換 仕
組みを整備するとともに、政策担当者との勉強会など実務レベルでも頻繁な意見交換を実施するこ
とで連携を一層強化。欧米諸国やアジア地域の各国との二国間又は多国間でのワークショップや
セミナーの開催等を通じて、海外研究機関との連携も推進。 ４



労働政策研究の成果の取りまとめ及び評価
評価項目
シート５

暫定評価

Ａ（3.75）（ ）

19年度

Ａ（3 73）

22年度

Ａ（3 85）

21年度

Ａ（3 60）

20年度

Ａ（3 80）Ａ（3.73） Ａ（3.85）Ａ（3.60）Ａ（3.80）

【中期計画の概要】

労働政策研究の成果取りまとめにおいては、研究評価の一環として外部の人材を含む評価を行い、政策的観点
から 労働政策研究報告書等の成果のそれぞれに求められる水準を満たしているものと判断されたものを機構の

【中期計画の概要】

労働政策研究の成果取りまとめにおいては、研究評価の一環として外部の人材を含む評価を行い、政策的観点
から 労働政策研究報告書等の成果のそれぞれに求められる水準を満たしているものと判断されたものを機構のから、労働政策研究報告書等の成果のそれぞれに求められる水準を満たしているものと判断されたものを機構の
研究成果として発表する。
から、労働政策研究報告書等の成果のそれぞれに求められる水準を満たしているものと判断されたものを機構の
研究成果として発表する。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

成果の取りまとめ件数 ６１件 ５４件 ４７件 ５９件

研究員一人当たり件数
（第１期平均：１．４７件）

１．６９件 １．６９件 １．６８件 １．９７件
（第１期平均：１．４７件）

とりまとめた研究成果のうち、労働政策研究報告書、ディスカッションペーパー等については、内部評価および外部
評価を実施。また、研究成果について、厚生労働省における具体的な活用状況の検証を行うとともに、行政評価を
受け、その結果をホームページで公開。さらに、研究成果物の評価とは別に、研究テーマごとに研究内容等につい

とりまとめにおいて必ず一連のピアレビューを行い、その上で、内部評価及び外部評価を適切かつ
厳格 実施 部 象 な 査 ズ 資料 ズ も 部 究者等

て、事前評価、中間評価及び事後評価を実施することとし、２２年度においては、その第１段階として、事前評価、
中間評価を試行的に実施。

厳格に実施。 また、外部評価の対象でない調査シリーズ、資料シリーズについても内部研究者等
による査読を導入するなど、質の高い成果の確保のための仕組みを整備。その結果、取りまとめた
研究成果の研究員１人当りの件数は４年連続で第1期平均（1.47件）の水準を上回っている。 ５



達成すべき具体的な目標
評価項目
シート６

暫定評価

Ａ（4.13）（ ）

19年度

Ａ（3 91）

22年度

Ａ（4 42）

21年度

Ａ（4 30）

20年度

Ａ（3 90）Ａ（3.91） Ａ（4.42）Ａ（4.30）Ａ（3.90）

【中期計画の概要】

①外部評価において政策的視点等から高い評価を受けた成果を、中期目標期間中において外部評価を受けた
研究成果総数の３分の２以上確保する ②有識者を対象としたアンケート調査を実施し ３分の２以上の者から有

【中期計画の概要】

①外部評価において政策的視点等から高い評価を受けた成果を、中期目標期間中において外部評価を受けた
研究成果総数の３分の２以上確保する ②有識者を対象としたアンケート調査を実施し ３分の２以上の者から有研究成果総数の３分の２以上確保する。②有識者を対象としたアンケ ト調査を実施し、３分の２以上の者から有
益であるとの評価を得る。③厚生労働省担当部局による評価を受け、労働政策の企画立案及び実施への貢献等
について高い評価を受けた成果をプロジェクト研究成果総数の８０％以上、課題研究成果総数の９０％以上を確保
する。

研究成果総数の３分の２以上確保する。②有識者を対象としたアンケ ト調査を実施し、３分の２以上の者から有
益であるとの評価を得る。③厚生労働省担当部局による評価を受け、労働政策の企画立案及び実施への貢献等
について高い評価を受けた成果をプロジェクト研究成果総数の８０％以上、課題研究成果総数の９０％以上を確保
する。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

外部評価：Ａ（優秀）以上
（第１期平均：７８．４％）

７０．４％
（19/27）

７５．０％
（15/20）

９０．０％
（18/20）

９０．５％
（19/21）

有識者アンケ ト有識者アンケート
（事業活動全般）：有益
（第１期平均：９４．０％）

９４．７％ ９４．９％ ９５．６％ ９５．１％

有識者アンケート
（労働政策研究成果） 有益 ９６ ２％ ９７ ０％ ９６ ８％ ９７ ５％（労働政策研究成果）：有益
（第１期平均：９４．８％）

９６．２％ ９７．０％ ９６．８％ ９７．５％

行政評価
（プロジェクト研究）：役立つ

１００％ １００％ １００％ １００％

行政評価
（課題研究）：役立つ

１００％ １００％ １００％ １００％

毎年度、すべての数値目標を達成。特に外部評価でのＡ（優秀）以上の割合は毎年増加。 ６



優秀な研究者の確保と研究水準の向上
評価項目
シート７

暫定評価

Ｂ（3.29）（ ）

19年度

Ｂ（3 00）

22年度

Ａ（3 57）

21年度

Ａ（3 60）

20年度

Ｂ（3 00）Ｂ（3.00） Ａ（3.57）Ａ（3.60）Ｂ（3.00）

【中期計画の概要】

労働政策研究事業の中核を担う研究者については、プロジェクト研究等の基礎となる学術分野の研究能力を有
するとともに 厚生労働省との意見交換等を通じて政策課題に対する的確で幅広い関心等を備えた人材を確保

【中期計画の概要】

労働政策研究事業の中核を担う研究者については、プロジェクト研究等の基礎となる学術分野の研究能力を有
するとともに 厚生労働省との意見交換等を通じて政策課題に対する的確で幅広い関心等を備えた人材を確保するとともに、厚生労働省との意見交換等を通じて政策課題に対する的確で幅広い関心等を備えた人材を確保、
育成する。研究者・労使関係者等の外部の幅広い人材を活用するとともに、研究成果を活用した関連専門誌等へ
の論文掲載を顕彰し、研究水準の向上を図る。

するとともに、厚生労働省との意見交換等を通じて政策課題に対する的確で幅広い関心等を備えた人材を確保、
育成する。研究者・労使関係者等の外部の幅広い人材を活用するとともに、研究成果を活用した関連専門誌等へ
の論文掲載を顕彰し、研究水準の向上を図る。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

任期付研究員採用 ― ― ３名 ― ２名

外部研究者等の外部研究者等の
研究参加

８６名 ５０名 ６７名 ４５名

企業等に対するヒ
アリング等

３５２件 ２０７件 ２７６件 ２２３件

関連専門誌等への
論文掲載

１４件 ２３件 ３２件 ３３件 ← 毎年増加

優秀な専門人材を幅広く登用するため、研究員を公募し、任期付として採用するとともに、特定分野優秀な専門人材を幅広く登用するた 、研究員を公募し、任期付 し 採用する も 、特定分野
における専門的な知見等を活用するため、外部研究者等を含め、幅広い人材を活用。また、「研究
員活動記録システム」等を最大限活用し、研究員の活動状況を詳細に把握して適切・公正な評価に
努め、研究員の業務実績の水準を質・量ともに維持・向上。 ７



労働関係事務担当職員等に対する研修
評価項目
シート１４

暫定評価

Ａ（3.72）（ ）

19年度

Ａ（3 82）

22年度

Ａ（3 85）

21年度

Ａ（3 50）

20年度

Ａ（3 70）Ａ（3.82） Ａ（3.85）Ａ（3.50）Ａ（3.70）

【中期計画の概要】

研修手法及び教材の改善等を行い、労働行政機関の実務に必要な知識やノウハウを全国斉一的に教授すると
ともに実務に即した演習を実施することや 研究員がその研究成果を活かしつつ研修実施に積極的に参画するこ

【中期計画の概要】

研修手法及び教材の改善等を行い、労働行政機関の実務に必要な知識やノウハウを全国斉一的に教授すると
ともに実務に即した演習を実施することや 研究員がその研究成果を活かしつつ研修実施に積極的に参画することもに実務に即した演習を実施することや、研究員がその研究成果を活かしつつ研修実施に積極的に参画するこ
と等により、研修内容の一層の充実を図る。また、研修生に対するアンケート調査により、毎年度平均８５％以上
の者から「有意義だった」との評価を得る。

ともに実務に即した演習を実施することや、研究員がその研究成果を活かしつつ研修実施に積極的に参画するこ
と等により、研修内容の一層の充実を図る。また、研修生に対するアンケート調査により、毎年度平均８５％以上
の者から「有意義だった」との評価を得る。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度年度 年度 年度 年度

研修実績
７７コース
３２１５名

８０コース
３４７６名

７７コース
３２１９名

７９コース
３３８６名

研究員の研修への参画 ７６名 ９２名 ８８名 ９１名
（第１期平均：49名）

７６名 ９２名 ８８名 ９１名

イブニングセッション １１回 １１回 １３回 ２１回

有意義度

（数値目標：８５％以上）
（第１期平均：９４．５％）

９７．２％ ９６．７％ ９７．０％ ９８．０％

厚生労働省や研修生の要望を踏まえた研修コースの新設、研修科目の見直しのほか、研究部門と厚 労働省や研修 要望を踏まえた研修 新設、研修科目 見直し ほ 、研究部門
研修部門の連携による新たな研修教材や研修プログラムの開発、実践活用を前提とした演習の充
実等により、研修内容を充実・強化。その結果、研修生からの高い評価を維持。また、研修実施後
の職場での研修効果を測定するための取組を試行的に実施。 ８



国内・海外労働事情の収集・整理
評価項目
シート８

暫定評価

Ａ（3.57）（ ）

19年度

Ａ（3 82）

22年度

Ａ（3 85）

21年度

Ｂ（2 90）

20年度

Ａ（3 72）Ａ（3.82） Ａ（3.85）Ｂ（2.90）Ａ（3.72）

【中期計画の概要】

労働政策研究に資することを目的として、内外の労働事情、各種の統計データ等を継続的に収集・整理するとと
もに 緊急の政策課題についても機動的かつ効率的に対応する

【中期計画の概要】

労働政策研究に資することを目的として、内外の労働事情、各種の統計データ等を継続的に収集・整理するとと
もに 緊急の政策課題についても機動的かつ効率的に対応するもに、緊急の政策課題についても機動的かつ効率的に対応する。
－情報収集の成果について、白書等への引用等の件数を中期目標期間中において延べ５００件以上確保する。

－プロジェクト研究等との関係で重要性の高い主要な先進諸国を対象として、毎年度４テーマ以上の政策課題等
について、情報の収集・整理を行う。

もに、緊急の政策課題についても機動的かつ効率的に対応する。
－情報収集の成果について、白書等への引用等の件数を中期目標期間中において延べ５００件以上確保する。

－プロジェクト研究等との関係で重要性の高い主要な先進諸国を対象として、毎年度４テーマ以上の政策課題等
について、情報の収集・整理を行う。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

情報収集の成果の白書
等 引用件数 件 件 件 件等への引用件数
（数値目標：年１００件）

１８２件 １８４件 １１７件 １４５件

海外情報の課題別調査
（数値目標：年４件）

４件 ４件 ４件 ４件
（数値目標：年４件）

海外情報のホームペー
ジでの提供件数

５６件 １１１件 ９５件 １１０件

調査・事例収集に当たっては、アンケートやヒアリング等を有機的に組み合わせて、効果的、機動

的な実態把握を実施。その結果、情報収集の成果の審議会・研究会資料、白書等への引用件数は、
中期計画・年度計画の数値目標（年度ごとに１００件以上）を大きく上回り、目標を達成。 ９



各種統計データ・図書資料の収集・整理
評価項目
シート９

暫定評価

Ａ（3.63）（ ）

19年度

Ａ（3 64）

22年度

Ａ（3 85）

21年度

Ａ（3 50）

20年度

Ａ（3 54）Ａ（3.64） Ａ（3.85）Ａ（3.50）Ａ（3.54）

【中期計画の概要】

労働政策研究に資することを目的として、内外の労働事情、各種の統計データ等を継続的に収集・整理するとと
もに 緊急の政策課題についても機動的かつ効率的に対応する

【中期計画の概要】

労働政策研究に資することを目的として、内外の労働事情、各種の統計データ等を継続的に収集・整理するとと
もに 緊急の政策課題についても機動的かつ効率的に対応するもに、緊急の政策課題についても機動的かつ効率的に対応する。

広範囲の情報源を活用して、労働関係の各種統計データを継続的に収集・整理する。また、これらを分析・加工
し、既存の数値情報では得られない有益かつ有効な情報を作成する。内外の労働関係図書資料を、総合的・体系
的に収集、整理、保管し、労働政策研究及び労働行政担当職員研修の効果的な推進等を支援する。

もに、緊急の政策課題についても機動的かつ効率的に対応する。

広範囲の情報源を活用して、労働関係の各種統計データを継続的に収集・整理する。また、これらを分析・加工
し、既存の数値情報では得られない有益かつ有効な情報を作成する。内外の労働関係図書資料を、総合的・体系
的に収集、整理、保管し、労働政策研究及び労働行政担当職員研修の効果的な推進等を支援する。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

ホームページの統計情
報のページビュー数 ６２万件 ６１万件 ７４万件 ９０万件
（第１期平均：６０万件）

労働経済等に関する各種統計情報を収集・整理し、労働統計データベース等として蓄積するとともに、これらの情
報を加工し、労働統計加工指標や国際比較労働統計資料など独自の統計情報を作成。また、厚生労働省の要請
に応じて、労働力需給の推計等を実施しており、その成果は幅広く活用されている。

労働分野を中心に、関連分野である経済、社会保障、教育等も含めた和洋図書及び継続刊行物等を総合的・体系
的に収集・整理・保管し、労働政策研究及び研修事業の効果的な推進に資している。
・２２年度末蔵書 図書１５万９千冊、雑誌５４４種、紀要５２８種

収集・作成した各種統計情報は、その特性に応じ、刊行物またはホームページで迅速に提供してお
り、ホームページへの統計情報のアクセス件数は毎年度増加。収集・整理した情報は、行政の審議
会・研究会、白書等で活用されているほか、主要一般紙・経済誌・専門誌等、広く一般に活用。 10



研究者等の海外からの招へい・海外派遣
評価項目
シート１０

暫定評価

Ｂ（3.24）（ ）

19年度

Ｂ（3 45）

22年度

Ｂ（2 85）

21年度

Ｂ（3 30）

20年度

Ｂ（3 36）Ｂ（3.45） Ｂ（2.85）Ｂ（3.30）Ｂ（3.36）

【中期計画の概要】

労働政策研究に資することを目的として、研究者・有識者の海外からの招へい及び海外への派遣を実施すること
により、各国で共通する労働分野の課題について各国の研究者や研究機関等とネットワークを形成し、相互の研

【中期計画の概要】

労働政策研究に資することを目的として、研究者・有識者の海外からの招へい及び海外への派遣を実施すること
により、各国で共通する労働分野の課題について各国の研究者や研究機関等とネットワークを形成し、相互の研により、各国で共通する労働分野の課題に いて各国の研究者や研究機関等とネットワ クを形成し、相互の研
究成果の交換、活用を図る。
―招へいする研究員等は、年度計画期間中に延べ２人以下とする。
―派遣する研究員等は、年度計画期間中に延べ４人以下とする。

により、各国で共通する労働分野の課題に いて各国の研究者や研究機関等とネットワ クを形成し、相互の研
究成果の交換、活用を図る。
―招へいする研究員等は、年度計画期間中に延べ２人以下とする。
―派遣する研究員等は、年度計画期間中に延べ４人以下とする。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

招へい（各年度１名）
日本とオランダの
労働事情比較

日本と米国の「求職
者向け労働市場情
報 比較

日本とドイツにおけ
る非典型雇用の比
較研究

高齢者介護分野に
おける職業訓練の

英比較研究
労働事情比較

報」の比較 較研究 日英比較研究

派遣 ７名 ４名 ３名 ４名

海外研究機関等からの
９３件 １８１件 １９５件 １５６件

海外研究機関等からの
問い合わせへの対応

９３件 １８１件 １９５件 １５６件

英文情報全体のホーム
ページビュー数

６８万件 ６５万件 ６３万件 ５８万件

研究者等の招へい・派遣等を通じて、プロジェクト研究等の推進に寄与するとともに、研究成果等を
活用して日本の労働問題や労働政策研究に関する英文等の情報を整備し、海外の研究機関等に
印刷物、ホームページ等を通じて提供。 11



労働政策研究等の成果の普及
評価項目
シート１１

暫定評価

Ａ（4.12）（ ）

19年度

Ａ（4 00）

22年度

Ａ（4 28）

21年度

Ａ（4 20）

20年度

Ａ（4 00）Ａ（4.00） Ａ（4.28）Ａ（4.20）Ａ（4.00）

【中期計画の概要】

労働政策研究に資することとともに、労使実務家を始めとする国民各層における政策論議の活性化を図ることを
目的として 労働政策研究等の成果を効果的かつ効率的に提供し普及を図るとともに 政策論議の場を提供する

【中期計画の概要】

労働政策研究に資することとともに、労使実務家を始めとする国民各層における政策論議の活性化を図ることを
目的として 労働政策研究等の成果を効果的かつ効率的に提供し普及を図るとともに 政策論議の場を提供する目的として、労働政策研究等の成果を効果的かつ効率的に提供し普及を図るとともに、政策論議の場を提供する。
― ニュースレターは月１回、メールマガジンは週２回発行する。
― 読者へのアンケート調査において有益であると答えた者の割合を８０％以上とする。
― メールマガジンの読者は、中期目標期間終了時点で、２４，５００人以上を目標とする。
― 研究専門雑誌は 毎月１回発行する

目的として、労働政策研究等の成果を効果的かつ効率的に提供し普及を図るとともに、政策論議の場を提供する。
― ニュースレターは月１回、メールマガジンは週２回発行する。
― 読者へのアンケート調査において有益であると答えた者の割合を８０％以上とする。
― メールマガジンの読者は、中期目標期間終了時点で、２４，５００人以上を目標とする。
― 研究専門雑誌は 毎月１回発行する― 研究専門雑誌は、毎月１回発行する。― 研究専門雑誌は、毎月１回発行する。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

ニュースレター（毎月）ュ スレタ （毎月）
読者アンケート ９５．０％ ９４．５％ ９３．８％ ９３．０％

メールマガジン（週２回）
読者アンケート ９８．０％ ９８．１％ ９６．７％ ９６．０％
読者数 ２５，２３４人 ２６，６１１人 ２７，６１０人 ２８，８５８人

ホームページのページ
ビュー数

３４０９万件 ４００６万件 ４２９６万件 ４５２８万件

成果等を適切な媒体・方法により提供。発行回数は所期の目標をすべて達成しており、読者アン
ケート等でも極めて高い評価を獲得。読者数やホームページのページビュー数も大きく増加しており、
国民各層のニーズに合致した情報提供を実施。 12



政策論議の場の提供
評価項目
シート１２

暫定評価

Ａ（3.75）（ ）

19年度

Ａ（3 64）

22年度

Ａ（4 14）

21年度

Ａ（3 60）

20年度

Ａ（3 63）Ａ（3.64） Ａ（4.14）Ａ（3.60）Ａ（3.63）

【中期計画の概要】

労働政策研究に資することとともに、労使実務家を始めとする国民各層における政策論議の活性化を図ることを
目的として 労働政策研究等の成果を効果的かつ効率的に提供し普及を図るとともに 政策論議の場を提供する

【中期計画の概要】

労働政策研究に資することとともに、労使実務家を始めとする国民各層における政策論議の活性化を図ることを
目的として 労働政策研究等の成果を効果的かつ効率的に提供し普及を図るとともに 政策論議の場を提供する目的として、労働政策研究等の成果を効果的かつ効率的に提供し普及を図るとともに、政策論議の場を提供する。
― 労働政策フォーラムを年間６回程度開催する。
― 参加者を対象としたアンケート調査において、有益であったと 答えた者の割合を８０％以上とする。

目的として、労働政策研究等の成果を効果的かつ効率的に提供し普及を図るとともに、政策論議の場を提供する。
― 労働政策フォーラムを年間６回程度開催する。
― 参加者を対象としたアンケート調査において、有益であったと 答えた者の割合を８０％以上とする。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

参加者数／開催回数 １５１５人／７回 １３９１人／７回 １２６０人／７回 １９９４人／７回

有益度有益度
（数値目標：８０％）

９１．０％ ９１．３％ ９１．４％ ９２．８％

労働に関する最近の重要テーマについて報告・討論を行う労働政策フォーラムを毎年度、年度計画（６回）を上回労働に関する最近の重要テ マについて報告 討論を行う労働政策フォ ラムを毎年度、年度計画（６回）を上回
る回数を開催し、延べ６１６０人が参加（平均２２０人／回）。開催に当たっては、喫緊の政策課題など時宜に応じた
テーマ設定を行うとともに、報告者の選定や人数、時間配分、パネルディスカッションの内容などを十分に検討する
など、参加者の労働政策への理解促進や知見向上等による満足度向上のための取組を実施。

労働政策フォーラムの参加者を対象としたアンケート調査において「有益であった」との評価を得た
割合が、毎年度、中期目標の数値目標（80％以上）を大きく上回っており、目標を達成。

13



労働教育講座事業の実施
評価項目
シート１３

暫定評価

Ａ（3.58）（ ）

19年度

Ａ（3 55）

22年度

Ａ（3 85）

21年度

Ｂ（3 40）

20年度

Ａ（3 50）Ａ（3.55） Ａ（3.85）Ｂ（3.40）Ａ（3.50）

【中期計画の概要】

労働政策研究等の事業成果の蓄積を基礎にして、広く労使実務家等を対象とした教育講座事業を適正な対価を
得て実施する

【中期計画の概要】

労働政策研究等の事業成果の蓄積を基礎にして、広く労使実務家等を対象とした教育講座事業を適正な対価を
得て実施する得て実施する。得て実施する。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

受講者数 ３８８名 ４２８名 ４０４名 ４３１名
総合講座

受講者数
有益度（受講者アンケート）

３８８名
８６．２％

４２８名
８９．４％

４０４名
８５．０％

４３１名
９１．０％

専門講座
受講者数
有益度（受講者 ケ ト）

１００名
９４ ８％

１０２名
９０ ９％

１００名
１００％

１０２名
９４ ６％有益度（受講者アンケート） ９４．８％ ９０．９％ １００％ ９４．６％

受講者数の合計
（第１期平均：４８４名）

４８８名 ５３０名 ５０４名 ５３３名

第一線の労働問題専門家からなる労働教育講座運営委員会での意見や、前年度の受講者アンケートの結果等を
参考に、総合講座及び専門講座のプログラム内容の改善を図り、受講者へのサービスの向上に努めた。この結果、
延べ２０５５人が受講するとともに、受講者アンケートで「有益であった」との回答が、すべての年度・講座で８５％以
上となるなど 高い評価を得た

労働政策研究等の事業成果の蓄積を基礎にして、広く労使実務家等を対象とした教育講座を実施。
適正な対価を得つつ、講座内容を充実させ、受講者から高い評価を得ている。

上となるなど、高い評価を得た。

14



業務運営の効率化
評価項目
シート１

暫定評価

Ａ（3.79）（ ）

19年度

Ａ（3 82）

22年度

Ａ（3 85）

21年度

Ａ（3 60）

20年度

Ａ（3 90）Ａ（3.82） Ａ（3.85）Ａ（3.60）Ａ（3.90）

【中期計画の概要】

運営費交付金を充当して行う業務について、一般管理費については、平成２３年度において、平成１８年度と比
べて１５％以上を節減し また 業務経費については 平成２３年度において 平成１８年度と比べて２５％以上を

【中期計画の概要】

運営費交付金を充当して行う業務について、一般管理費については、平成２３年度において、平成１８年度と比
べて１５％以上を節減し また 業務経費については 平成２３年度において 平成１８年度と比べて２５％以上をべて１５％以上を節減し、また、業務経費については、平成２３年度において、平成１８年度と比べて２５％以上を
節減するため、業務の重点化により研究費の縮減等を図るとともに、省資源、省エネルギーや一般競争入札への
積極的な取組を継続する。また、人件費については、平成２２年度までに、平成１７年度を基準として５％以上の削
減を行うことに加え、平成１８年度と比べて平成２３年度までに１４％以上の削減を行う。

べて１５％以上を節減し、また、業務経費については、平成２３年度において、平成１８年度と比べて２５％以上を
節減するため、業務の重点化により研究費の縮減等を図るとともに、省資源、省エネルギーや一般競争入札への
積極的な取組を継続する。また、人件費については、平成２２年度までに、平成１７年度を基準として５％以上の削
減を行うことに加え、平成１８年度と比べて平成２３年度までに１４％以上の削減を行う。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

省エネ（光熱水料） ４４，２２７千円 ４２，４７５千円 ３６，０６２千円 ３６，７４１千円

５５ ５％ ６７ ９％ ７３ ９％ ７６ ９％
一般競争入札（比率）

５５．５％
（76/137件）

６７．９％
（74/109件）

７３．９％
（65/88件）

７６．９％
（70/91件）

総人件費改革：退職者不補充等による人員の削減に努めており、２２年度の給与・報酬等支給総額は968,964千円。
・２２年度までに１７年度（1,201,763千円）を基準として５％以上の削減としている目標に対しては、１６．２％

以上のような取組による経費節減を推進したことにより、２３年度予算においては１８年度と比べて、

（人事院勧告改定分補正後）の削減となり、目標を大幅に上回って達成。
・また、２３年度までに１８年度（1,225,970千円）と比べて１４％以上の削減としている目標に対しては、２２年度（決算額）
において１７．８％（同上）の削減となっており、目標は確実に達成できる状況。

以 うな取組 る経費節減を推進 り、 年度予算 お 年度 比 、
一般管理費・１５．０１％、業務経費・３６．６９％の削減となるとともに、人件費についても２２年度に
おいて１７．８％の削減となっており、目標（一般管理費：１５％、業務経費２５％、人件費１４％）を達
成。 15



業績評価制度の運用
評価項目
シート２

暫定評価

Ｂ（3.44）（ ）

19年度

Ｂ（3 00）

22年度

Ｂ（3 42）

21年度

Ａ（3 80）

20年度

Ａ（3 54）Ｂ（3.00） Ｂ（3.42）Ａ（3.80）Ａ（3.54）

【中期計画の概要】

適正で質の高い業務運営の確保に資するため、毎年度、全ての事業を対象とする業績評価システムによる評価
を行う 評価基準 評価結果及び業務運営への反映についてはホ ムペ ジ等で公表する 業績評価は 内部評

【中期計画の概要】

適正で質の高い業務運営の確保に資するため、毎年度、全ての事業を対象とする業績評価システムによる評価
を行う 評価基準 評価結果及び業務運営への反映についてはホ ムペ ジ等で公表する 業績評価は 内部評を行う。評価基準、評価結果及び業務運営への反映についてはホームページ等で公表する。業績評価は、内部評
価及び外部評価により行い、このうち外部評価については、外部の有識者等によって構成される総合評価諮問会
議に委嘱する。

を行う。評価基準、評価結果及び業務運営への反映についてはホームページ等で公表する。業績評価は、内部評
価及び外部評価により行い、このうち外部評価については、外部の有識者等によって構成される総合評価諮問会
議に委嘱する。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

有識者アンケート（事業
活動全般）：有益
（第１期平均：９４．０％）

９４．７％ ９４．９％ ９５．６％ ９５．１％

理事長のリーダーシップの下、経営会議等における①毎月の業務実績報告、②業績評価規程に基づく内部評価
の実施など、すべての事業を対象とする業績評価システムを適切に運用するとともに、③外部有識者（労使及び学
識経験者）から構成される総合評価諮問会議において、年度計画の事前評価及び業務実績の事後評価を受け、
評価結果等についてはホームページで公表している評価結果等についてはホームページで公表している。

さらに、評価委員会等の指摘事項に関しては、各事業部門へ速やかにフィードバックした上で、理事長のリーダー
シップの下で速やかな検討を行い、改善策をとりまとめるなど迅速な業務運営の改善、事務・事業の見直し等を
図っており、評価結果等を機構の業務運営の改善に適切に反映させている。

適正で質の高い業務運営の確保に資するため、全ての事業を対象に業績評価システムに基づき、
外部評価を取り入れたオープンな評価制度を適切に運用。評価結果等を適切にフィードバックする
ことで業務運営を改善。 16



予算、収支計画及び資金計画
評価項目
シート１５

暫定評価

Ｂ（3.42）（ ）

19年度

Ｂ（3 00）

22年度

Ａ（3 71）

21年度

Ａ（3 50）

20年度

Ｂ（3 45）Ｂ（3.00） Ａ（3.71）Ａ（3.50）Ｂ（3.45）

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

運営費交付金（百万円） ３ １３１ ３ ０４５ ２ ８９２ ２ ７６９ ２，５９６運営費交付金（百万円） ３，１３１ ３，０４５ ２，８９２ ２，７６９ ２，５９６
18年度比△22.2％

交付金債務（百万円） ２９９ ３３９ ４０４ ４６０ －

損益（千円） △７５４ △１８７ ５ ７３３ １３ １０８ －損益（千円） △７５４ △１８７ ５，７３３ １３，１０８

人件費比率
業務費比率

５０．５
７３．２

５０．２
７０．４

４９．４
７２．４

５１．８
７０．０

－

その他業務運営に関する重要事項：その他業務運営に関する重要事項：
（１）内部統制の徹底

理事長のリーダーシップの下に、全役員と部長以上の全職員から構成される経営会議を設け、重要事項の協議・伝達を行うとともに、
コンプライアンス研修の計画的な実施などにより、職員の服務規律やコンプライアンスの厳格化を図るなど、内部統制の強化に取り組
んでいる。
（ ）土地 建物等 効率的な活用（２）土地・建物等の効率的な活用

法人本部の土地・建物は、主として研究に、労働大学校の土地・建物は、主として研修に必要な実物資産であり、有効活用している。
なお、利用率が低調と指摘された労働大学校の宿泊施設については、その有効利用を図るため、厚生労働省の協力も得て、労働行
政担当職員以外に対する研修への活用等を推進することにより、利用率の向上に努めている。また、震災対応の一環として、首都圏
で就職活動を行う被災地域の学生・生徒等に労働大学校の宿泊施設等を無料で提供している。なお、霞ヶ関事務所（賃貸物件）は２で就職活動を行う被災地域の学生 生徒等に労働大学校の宿泊施設等を無料で提供して る。なお、霞ヶ関事務所（賃貸物件）は
２年１２月に廃止済である。
（３）福利厚生費の見直し

厚生会（互助組織）への支出を全廃するなど、国と異なる法定外福利費の見直しを図った。また、健康保険料の労使負担割合につ
いても労使折半となるよう見直しを行った。 17



人事に関する計画
評価項目
シート１６

暫定評価

Ａ（3.63）（ ）

19年度

Ｂ（3 09）

22年度

Ａ（3 71）

21年度

Ａ（3 80）

20年度

Ａ（3 90）Ｂ（3.09） Ａ（3.71）Ａ（3.80）Ａ（3.90）

【中期計画の概要】

・優秀な人材を幅広く登用するため、研究員については、任期付任用、非常勤としての任用を積極的に活用する。
・業績評価制度を含む人事制度を研究員及び事務職員を対象として実施し 必要な改善を図る

【中期計画の概要】

・優秀な人材を幅広く登用するため、研究員については、任期付任用、非常勤としての任用を積極的に活用する。
・業績評価制度を含む人事制度を研究員及び事務職員を対象として実施し 必要な改善を図る・業績評価制度を含む人事制度を研究員及び事務職員を対象として実施し、必要な改善を図る。
・質の高い労働政策研究等を実施するために行う事務及び事業の重点化並びに業務運営の効率化及び定型業務
の外部委託の推進等により、事務職員及び研究員の数の削減を図る。
・職員の専門的な資質の向上を図る。
・期末の常勤職員数を１１５人とする

・業績評価制度を含む人事制度を研究員及び事務職員を対象として実施し、必要な改善を図る。
・質の高い労働政策研究等を実施するために行う事務及び事業の重点化並びに業務運営の効率化及び定型業務
の外部委託の推進等により、事務職員及び研究員の数の削減を図る。
・職員の専門的な資質の向上を図る。
・期末の常勤職員数を１１５人とする・期末の常勤職員数を１１５人とする。・期末の常勤職員数を１１５人とする。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

期末の常勤職員数 １２８人 １２５人 １２１人 １１８人 １１４人期末の常勤職員数 １２８人 １２５人 １２１人 １１８人 １１４人

ラスパイレス指数
（上：事務職、下：研究職）

１０３．９
１００．１

１０４．８
１００．０

１０２．７
９８．２

１０２．５
９８．０

－

本俸の削減、定期昇給の抑制、国と異なる諸手当の見直し、管理職の賞与等の引き下げ等の取組を進めた結果、給与水準は地域・
学歴を調整した指数において国家公務員とほぼ均衡。また、目標管理制度に基づく業績評価及び職務基準の明確化による能力評価
等を柱とした人事制度について、必要な見直しを図りつつ適切に運用。職員の専門的な資質の向上の取組も積極的に実施（業務研
修、学会への加入・学会会議への参加・学会発表等の奨励等）。

調査研究の充実に向け、任期付研究員の採用・育成等により優秀な人材を確保しつつ、給与制度
の見直し、人員の抑制により人件費の削減を図っている。人員については、中期計画（△１９人）を
上回る削減（△２０人）を実現。 18



施設・設備に関する計画
評価項目
シート１７

暫定評価

Ｂ（2.96）（ ）

19年度

Ｂ（3 00）

22年度

Ｂ（2 85）

21年度

Ｂ（3 00）

20年度

Ｂ（3 00）Ｂ（3.00） Ｂ（2.85）Ｂ（3.00）Ｂ（3.00）

【中期計画の概要】

独立行政法人労働政策研究・研修機構の業務の確実かつ円滑な遂行を図るため、施設の老朽化等を勘案し、
計画的な改修 更新等を進める

【中期計画の概要】

独立行政法人労働政策研究・研修機構の業務の確実かつ円滑な遂行を図るため、施設の老朽化等を勘案し、
計画的な改修 更新等を進める計画的な改修、更新等を進める。計画的な改修、更新等を進める。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

契約額（千円） １７９ ８１６ １８４ ４５７ ３０２ ２２３ ６１ ８６４契約額（千円） １７９，８１６ １８４，４５７ ３０２，２２３ ６１，８６４

予算額比（千円）
入札等による節約額

△１２，９９６ △８２，３０７ △１３，４２３ △８，４１５

法人本部及び労働大学校について、両施設とも竣工後２０年以上を経過（法人本部：昭和６２年竣工、労働大学校：昭和５７年竣工）

し、施設・設備に老朽化が見られることから、建物の維持・管理の徹底及び将来の改修工事費用の大幅な負担増を避けるための改
修・更新等を中期計画に基づいて実施した。

一般競争入札を実施することにより、経費の大幅な節減を図りつつ、計画どおり実施。
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